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1. 建設業における時間外労働の上限規制の概要

2. 建設業を取り巻く労働関連法の概要

3. 建設業の労働関連法への対応と行政指導

4. 建設業の働き方の現状と問題点

5. 今後の課題

説明のポイント



建設業の時間外労働の上限規制①
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建設業の時間外労働の上限規制②
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1日8時間以内 かつ 1週間40時間以内 毎週少なくても１回の休日

・労使協定（36協定）を締結し、労基署へ届出する➡時間外労働可能

月45時間以内 かつ 年360時間以内

月45時間超は年6回まで

⬇ ⬇ ⬇

時間外労働

年間720時間以内

時間外労働・休日労働

月100時間未満

2か月から6か月までの平均

➡時間外労働・休日労働が

月80時間以内

（注）特例を超えての残業は法律違反になった（以前は行政指導）

特別条項を締結していても

協定

協定

・

特別

条項

原則
・時間外労働は禁止

・通常予見することのできない業務量の大幅な増加等➡年720時間までの特例



建設業の時間外労働の上限規制③
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1か月あたりの

残業時間

100時間以内 1か月の上限（休日労働含む）

80時間以内 2～6か月の上限（休日労働含む）

60時間以内

45時間以内
36協定の原則の月上限ライン

（残業のみ）

30時間以内

過

労

死

ラ

イ

ン

上限

・年平均の上限（残業のみ）

・特別条項の場合➡年720時間が上限

　（但し、45時間超は年6回まで）

・36協定の原則の年平均上限ライン

（残業のみ）

・特別条項がない場合➡年間360時間が上限

１か月あたりの上限規制



上限規制における休日の取り扱い
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１．【原則】：時間外労働と休日労働は分けて考える
①労働基準法上は、時間外労働と休日労働は別のものとして取り扱う。

・時間外労働➡法定労働時間（１日８時間・１週４０時間）を超えて労働した時間
・休日労働 ➡法定休日（１週１日又は４週４日）に労働した時間

②今回の改正によって設けられた限度時間（月45時間、年360時間）は
【36協定の原則】時間外労働の限度時間であり、休日労働の時間は含まれない。

２．【追加】：今回の改正で時間外労働と休日労働を合算する考え方追加
【特別条項】時間外労働と休日労働を合計した実際の労働時間の上限規制が追加

①１か月の上限（単月100時間未満）
②２～６か月の上限（平均80時間以内）

３．労働時間管理の複雑化
上記２が新たに定められたため、労働時間管理が複雑になった。➡管理手間増加



上限規制に対する残業の目安
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１．通常月で考えられるパターン（土日休みの場合）
■土曜：月4回出勤の場合
・土曜32時間、出勤日に1日2時間残業で27日残業54時間：計86時間（✖）

■土曜：月3回出勤の場合
・土曜24時間、出勤日に1日1.5時間残業で26日残業39時間：計63時間（✖）

２．工期厳守のため、フル回転
■土曜：月4回出勤、日曜：月２回出勤の場合
・日曜16時間、土曜・出勤日に1日1時間残業で26日残業59時間：計75時間（△）

３．違法にならないための勤務方法
■休日確保

・月６日の休日取得：１日残業は1.5時間残業で25日37.5: 計53.5時間（○）

・月４日の休日取得：１日１時間残業に抑える : 59時間（○）
■変形労働時間制



労働時間の線引きの不明確さ
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１．労働時間とは
・使用者の指揮命令下におかれた時間のこと(手待時間含む）
休憩時間を除く。客観的把握が必要

２．移動時間、管理下にない時間は労働時間か
・現場直行・直帰➡移動時間は通勤、現場作業時間が労働時間

・事務所立寄り➡原則：自宅から事務所・資材置場へ直行は通勤
事務所立寄りから現場間は労働時間

・一人作業➡使用者が確認した時間、客観的に記録された時間
・命令無作業➡原則労働時間外（承認の上行う場合は労働時間）
・命令無だがやらざるを得ない作業➡労働時間

３．事業主と労働者との間で労働時間に関する認識差はないか
・休憩時間、事務所立寄り、資材到着待ち時間、事務所以外での業務時間

・認識差をなくしてから勤怠管理システムの導入をしないと失敗する可能性あり。



労働関連法の法律改正
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働き方改革関連法施行スケジュール

実施項目 2019/4 2020/4 2022/4 2023/4 2024/4

年次有給休暇の取得義務化 ●

医師面接制度の見直し ●

労働時間の把握義務化 ●

月60時間超の時間外労働割増賃金率引上げ ●（中小）

時間外労働の上限規制の導入（建設業） ●

同一労働同一賃金への対応 ●

ハラスメント対応 ●

育児休業法の改正 ●



年5日の年次有給休暇の確実な取得
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長時間労働に対する面接指導について

10

面接指導するためには、労働時間管理が重要



労働時間の把握について
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又は
・使用者が自ら現認することにより確認し、適正に記録すること・自己申告させる場合は、法の趣旨を説明し実
際に労働時間となる時間を申告するよう指導し、実態調査も行い補正することが必要

勤怠管理システムの導入が必要



月６０時間超の時間外労働割増賃金率の引上げ
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2次、3次下請業者は割増賃金により経営圧迫



時間外・休日労働の労使協定（特別条項）
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建設業は、特別条項が必須



１年単位の変形労働時間制
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就業規則、労使協定等が必要になります。

１年を平均して１週４０時間以内となるように設定。盆休み・年末年始休等をうまく利用する。



労働基準法に違反した場合の罰則
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■年次有給休暇取得に関する罰則

違反内容 罰則内容

年5日の年次有給休暇を取得させなかった場合 1人につき30万円以下の罰金

労働者の請求する時期に所定の年次有給休暇を与えな

かった場合

1人につき6か月以下の懲役または30万円以下

の罰金

■時間外労働に関する罰則

違反内容 罰則内容

時間外の労使協定（36協定）を結ばず、時間外労働

をさせた場合

時間外の労使協定（36協定）を結んだが、それを超え

て時間外労働をさせた場合

時間外労働の上限規制を超えて労働させた場合（特別

条項を超えて労働させた場合）

■割増賃金不払いに関する罰則

違反内容 罰則内容

時間外割増賃金を支払わなかった場合 6か月以下の懲役または30万円以下の罰金

6か月以下の懲役または30万円以下の罰金

徐々に行政の指導が強化される



行政により予想される指導内容
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（注）法律違反は、労働局により公表される制度がある。
（注）割増賃金の未払いは企業利益に影響。その他法律違反は、営業面や採用面で影響がでる。

指摘項目 指導されることが予想される企業の行動

労働時間 ３６協定を結ばず時間外労働を行わせた

３６協定を結んだが、それを超えて時間外労働を行わせた  

年次有給休暇 ５日以上年次有給休暇を取らせなかった

割増賃金
時間外、６０時間超時間外、休日の各割増賃金の未払い

（時効３年、遡り支払）

健康管理 上限規制を超えた時間、月８０時間超働かせた

労働時間管理
勤怠管理方法が客観的でない、実際の労働時間より短い労働

時間となっている

実際に罰則が科せられたり、指導を受けることになる



建設業の働き方の現状
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【課題】労働時間の短縮が進まない



建設業就業者の現状
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【課題】長時間労働のため若手の採用ができない➡人手不足➡長時間労働の悪循環

（注）人手不足、工期長期化、資材高で建設業の倒産が進んでいる。



週休2日制の推進
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【課題】国の直轄工事の労働時間の短縮は順調だが、民間工事や住宅建設はこれから対応



建設業の生産性向上の推進
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【課題】色々な場面での生産性向上は進んできているが、コスト等の課題も



現状の問題点
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１．問題意識が低い
・工期は発注者次第、来年度からとの認識が薄い
・建設業は仕方ないとの意識

２．国交省直轄現場以外の時短
・民間建設現場、住宅建設現場での時短が進んでいない

３．人手不足
・3K職場（きつい、きたない、危険）で採用が難しい、高齢社員の離職、人手不足倒産

４．２次、3次の下請が対応できていない
・2次・3次下請事業主の労働法に関する知識不足（元請指導不足）
・割増賃金の適正支払が難しい➡経営体力がない、割増賃金を見込んだ賃金体系でない

５．時間管理、休日管理ができていない
・勤怠管理、時間管理、休日管理、有休管理がきちんとされていない

６．労働者自身の理解不足
・辞めるまでは、あまり文句を言わない➡辞めた後、割増賃金が問題化する



今後の課題
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１．週休２日制（４週８休）への転換
・国直轄工事以外（民間工事、住宅工事）への普及
・発注者の理解と受注側の対応（業務効率化、人員確保）

２．労働時間短縮、年次有給休暇取得に対する対応
・経営トップ主導で時短の方針を明確化。労働時間管理の厳格化
・DX化や現場支援体制の強化、意識改革の促進

３．割増賃金対応
・適正な割増賃金の支払い、効率化による割増賃金の削減と基本給アップによる処遇改善

４．労働条件をよくすることでの採用強化
・時短、休日増加、給与アップで採用強化を進め好循環へ（人手不足解消）

５．法律対応できない企業のリスク
・適正な割増賃金による経営リスク、求人への悪影響、行政指導や違反公表リスク認識

６．改正を機に積極的対応を
・これを機に、新３K（給与・休暇・希望）への転換ができる企業が生き残る



講師プロフィール
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林 弘嗣（社会保険労務士・行政書士）

【略歴】
■旭化成（株）、旭化成ホームズ（株）で住宅
営業、工事店協力会事務局長等担当

■現在、企業の人事労務の相談、建設業に関す
る経営全般に関するアドバイスを行う

【役職】
■低住協一人親方団体会長
■一人親方団体建設業安全協議会会長

主な業務内容
■企画、コンサルティング
・就業規則、労使協定の提案
・働き方改革提案、労働時間・賃金制度提案
・労務コンサルティング、助成金提案

■建設業関連
・建設業許可申請、建設業財務分析

■講演、研修
・労働時間に関するセミナー、起業前研修
定年前セミナー

所在地 〒190-0022     東京都立川市錦町1-8-14鈴木ビル202号
事務所名 林社会保険労務士事務所・行政書士事務所
電話 042-595-6890
FAX 042-595-6895
電子ﾒｰﾙ hiro.hayashi@hayashi-sr.net
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ https://hayashisr.com/ 
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